
(２０２３年２月２８日現在）

単位：千円

金　　額 金　　額

229,500 77,760

57,793 26,680

165 12,614

57 6,596

413 4,720

4,035 11,529

167,034 681

29

12,569

337

2,000

1,068,604 552,773

1,064,799 436,445

318,541 62,021

27,603 530

3,124 53,777

2,013

644,410

69,107

1,412 630,553

752

111 667,570

548 50,000

617,570

12,500

605,070

2,391 別 途 積 立 金 40,000

595 繰 越 利 益 剰 余 金 565,070

1,796 （内当期純利益） 　 （30,153）

　

667,570

1,298,104 1,298,104

 (注) 1．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

電 話 加 入 権

建 物

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

商 品

現 金 及 び 預 金

科　 　　目

未 払 金

科　　 　目

リ ー ス 投 資 資 産

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

未 払 消 費 税 等

工 具 器 具 備 品

預 り 金

繰 延 税 金 資 産

貯 蔵 品

未 払 法 人 税 等

資      産     の     部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産

前 受 金

流 動 負 債

一年内返済長期借入金

短 期 リ ー ス 債 務

前 払 費 用

未 収 金

未 払 費 用

流 動 資 産

賞 与 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

敷 金 ( 他 固 負 )

長 期 借 入 金

資産の部合計

純 資 産 の 部 計

負債・純資産の部 合計

資 本 金

長 期 前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金

負 債 の 部 計

機 械 装 置

土 地

水 道 施 設 利 用 権

役 員 賞 与 引 当 金

構 築 物

株 主 資 本

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債



                                                         

関鉄筑波商事株式会社 

個 別 注 記 表 

 

（会計方針に関する事項） 

 １．重要な資産の評価基準及び評価方法 

  (１)棚 卸 資 産 

    貯 蔵 品・・・先入先出法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

  

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  (１)有 形 固 定 資 産・・・定率法を採用しております。 

    （リース資産を除く）  ただし、１９９８年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く） 

並びに２０１６年４月１日以降取得した建物附属設備 

並びに構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物    １０年  建物付属設備 ５～６年  

工具器具備品 ５年  車両運搬具  ２～５年 

  (２)無 形 固 定 資 産・・・定額法を採用しております。 

    （リース資産を除く）  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

（５年）に基づく定額法によっております。 

  (３)リ ー ス 資 産・・・所有権移転外ファイナンス・リース資産 

                リース期間を耐用年数とした定額法によっております。 

なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取り決めがあるもの

については当該残価保証額とし、それ以外のものを零としております。 

  

３．重要な引当金の計上基準 

賞 与 引 当 金・・・従業員の賞与の支給に充てるため、過去の支給実績を勘案し、 

当事業年度の負担すべき実際支給見込額を計上しております。 

    役 員 賞 与 引 当 金・・・役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、 

当事業年度の負担すべき支給見込額を計上しております。 

    退 職 給 付 引 当 金・・・従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の 

見込額に基づき計上しております。 

    役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、 

内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

４．消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。   

        


